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企業版ふるさと納税の活用状況
１ 制度概要

➤地方公共団体が行う地方創生関連事業に対し、企業からの寄附を促進するための制

度として平成28年度に創設。

➤企業が地方公共団体へ寄附を行った場合、寄附額に対して最大9割の法人関係税が軽

減される。

➤国が認定した「地域再生計画（ゆがふしまづくり計画）」に該当する事業（取組）

が当該制度の対象となる。
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２ 県の取組

➤令和２年７月に国の認定を受けて取組を開始。

➤これまでは、基金を創設している「子どもの貧困対策」と「首里城に象徴される琉

球の歴史・文化の継承」を主なプロジェクトに位置付け、寄附を募集してきた。

➤今後は「沖縄21世紀ビジョンゆがふしまづくり計画」の改訂も踏まえ、寄附対象事

業の拡充など、寄附の促進が図られる仕組みを検討していく。
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４ 実績

令和２年度：１件 100万円
内 訳

➤子どもの貧困：１件（100万円）

令和３年度：５件 1,600万円
内 訳

➤子どもの貧困：２件（200万円）

➤首里城復興：３件（1,400万円）

令和４年度：８件 494万円
内 訳

➤子どもの貧困：10件（343.7万円）

➤首里城復興：５件（150.3万円）

令和５年度：３件 2,030万円 ※令和5年7月末時点

３ 寄附の流れ
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